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1. 地方消滅？極点社会の衝撃
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ストップ少子化・地方元気戦略

日本創成会議・人口減少問題検討分科会

2014.5.8

基本的な姿勢

「不都合な真実」を正確かつ冷静に認識する

対策は早ければ早いほど効果がある

基本は「若者や女性が活躍できる社会」を作ること
である

4



極点社会の論理
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基本目標 希望出生率1.8

希望出生率：国民の希望が叶った場合の出生率
• 結婚をして子どもを産みたい人の希望を阻害する要因（就業と育児

の両立困難、保育施設の不足、若者の就業難・非正規化等）の除去

• 希望出生率はあくまでも「評価指標」であり、国民に押し付けるも
のではない

 2010年時点でOECD諸国ではそのほぼ半数の国でTFRが1.8を超えている。
 また2013年では、沖縄県のTFRが1.94、宮崎県が1.72であるなど、達成可

能な範囲にあると考える。
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第二の基本目標

地方から大都市へ若者が流出する『人の流れ』を
変える。『東京一極集中』に歯止めをかける。

（１）地方から大都市への若者流出がもたらしたこと

①若者の流出は地方の人口減少の最大原因である。

 日本は、若年層を中心に地方から大都市（東京圏）への「地域間移動」が
激しく、戦後３度にわたって地方から大都市圏に大量に人口が移動した。
このことが、地方の人口減少の最大要因である。

 この「人口移動」の特徴は、移動した対象が一貫して「若年層」中心であっ
たことである。将来子どもを産む若年層を「人口再生産力」とするならば、
地方は単なる人口減少にとどまらず、「人口再生産力」そのものを大都市
圏に大幅に流出させることとなった。
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第二の基本目標

②このままでは、多くの地域は将来消滅するおそれがある。

 地方はこのまま推移すると、多くの地域は将来消滅するおそれがある。人口の
「再生産力」を表す簡明な指標として「若年女性（20～39歳の女性人口）」の状
況をみると、若年女性が高い割合で流出し急激に減少するような地域では、い
くら出生率が上がっても将来的には消滅するおそれが高い。

 地域間の人口移動が将来も収束しないと仮定して独自に推計してみると、若年
女性人口が2040年に５割以上減少する市町村は869（全体の49.8％）に達し、
そのうち人口１万人未満は523（全体の29.1％）にのぼる結果となる。

（２）『人の流れ』を変えることを基本目標に

①「人の流れ」を変えることは日本全体の「出生率向上」にもむすびつく。

 人口過密の大都市は、住居や子育て環境や地域での孤立などから出生率が低
いのが一般的である。各種データを見ても人口密度が高いほど出生率が低い
という相関関係が認められる。地方から大都市への「若者流入」は日本全体の
「人口減少」に拍車をかけていると言える。

②「東京一極集中」に歯止めをかけ、東京圏は「国際都市」へと発展。
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転入超過数＝-15.2+23.61×東京圏有効求人倍率の比率 1985-2011年
(-6.90)(11.2)
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人口密度と出生率の関係
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人口推計の考え方

 社人研推計(2013)の考え方
「本推計では、原則として、純移動率が平成17（2005）→平成22（2010）
年以降、平成27（2015）→平成32（2020）年にかけて0.5 倍まで定率に縮
小すると仮定する（平成22（2010）→平成27（2015）年は約0.707 倍）。
平成32（2020）年以降の期間については0.5 倍まで縮小させた値を一定とす
る。」（「日本の地域別将来推計人口 平成25年3月推計」報告書p.6及び
p.9）

 日本創成会議での試算
「国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が公表している「日本の地域別将
来人口（平成25年３月推計）」は、人口移動率が将来的には一定程度に収束
することを前提としている。地域間の人口移動が将来も収束しないと仮定して
独自に推計してみると、若年女性人口が2040年に５割以上減少する市町村は
869（全体の49.8％）に達し、そのうち人口１万人未満は523（全体の
29.1％）にのぼる結果となる。」
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近年の人口移動

東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川） 中京圏（愛知、岐阜、三重）

関西圏（京都〃大阪〃兵庫〃奈良） 地方圏

資料：総務省「住民基本台帳移動報告」

近年、再び人口移動は活発化の兆しを見せている。
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人口移動が収束するケース
（社人研推計（2013））

2010～2040年にかけて「20～39歳女性人口」が減少す
る自治体

人口移動が収束しないケース
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論点1 地方の少子化をどう改善するか

産みやすさへの支援

出生率の引き上げ、少子化対策

→ 具体的な政策は後述

 “数”の確保

若者の地方定住、都市部からのJターン等

雇用の創出

キーポイントは

「高学歴女性の雇用と生活満足感の向上」
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論点2 東京一極集中をどう考えるか

「集積の経済」のメリット

人口移動では一人勝ちの東京圏（雇用、教育等）

国際金融都市、2020年東京オリンピック

子育てしやすい東京へ

出生率は都道府県でワースト1

長い通勤時間、高い未婚率

東京の強さを削ぐことではなく、地方を強くする
ことがポイントである。
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論点3 拠点をどこにおくか

 キーワードは「選択と集中」、コンパクト化

 多層多重的な集積（ヒエラルキーを持った多地域での集
積）が必要

ブロック拠点都市（「札仙広福」）

1）地方中枢拠点都市（総務省）→周辺拠点市→基幹集落

2）高次地方都市連合（国交省）→小さな拠点

3）地域活性化プラットフォーム（内閣府）

 平成の大合併とは何だったのか？
・市町村数：3,232（H11.3.31）⇒1,730（H22.3.31）

・面的な拡大（コンパクト化ではない）、合併特例債利用による財政悪化、
行政の非効率化
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（参考）経済財政運営と改革の基本方針2014 について

（「人口急減・超高齢化」16の克服）

デフレ脱却・経済再生の先に、もう一つ超えなければならない高いハードルがある。現在の日本は、
「人口急減・超高齢化」へ確実に向かっている。この流れを変えなければ、持続的・安定的な成長軌
道に乗っていくことはできない。

人口急減・超高齢化の流れを変えることは容易でなく、流れが変わっても効果が現れるまで長期間
を要する。人口急減・超高齢化の流れを変えられない場合には、経済規模が収縮し、縮小スパイラル
に陥るおそれがある。そこに至っては、もはや回復は困難となろう。従来の少子化対策の枠組みにと
らわれず、福祉分野以外にも、教育、社会保障、社会資本整備、地方行財政、産業振興、税制など、
あらゆる分野の制度・システムを若者・子ども世代や次の世代のためになっているか、結婚しやすく
子育てしやすい環境を実現する仕組みになっているかという観点から見直し、2020 年を目途にトレ
ンドを変えるために抜本的な改革・変革を推進すべき時期に来ている。

希望通りに働き、結婚、出産、子育てを実現することができる環境を整え、人々の意識が大きく変
わり、2020 年を目途にトレンドを変えていくことで、50 年後にも１億人程度の安定的な人口構造
を保持することができると見込まれる。

（望ましい未来像に向けた政策推進）

人口急減・超高齢化への流れを変え、望ましい未来像に向けた改革・変革を進めていくことにより、
以下のような道筋が描かれる。

① 人口急減・超高齢化に対する危機意識を国民全体で共有し、50 年後に１億人程度の安定した人口
構造を保持することを目指す

（以下、省略）
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（参考）「選択する未来」委員会 最終報告書
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 人口が50年後においても１億人程度の規模を有し、将来的に
安定した人口構造を保持することを目指すべきである。

 一つは、若者の希望がかなえられることが大切だということ
である。現在と50年後の中間点くらいまでに、もし希望通り
に９割の若者が結婚して２人超の子どもを産み育てる状況が
実現したとすれば、人口減少のスピードは大きく緩和され、
50年後の人口は１億人程度となり、その後人口の減少は収ま
ると推計される。

 少子化対策（家族関係支出）については、2020年頃を目途に
早期の倍増を目指す。



2.人口減少時代の地域づくりを考える
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23 国土交通省「国土のグランドデザイン2050」平成26年7月4日資料



これまでの地域の活性化とその限界

1）産業誘致・雇用の創出

→縮小する国内需要、拡大する海外市場に対応可能か

2）地域資源の利用（特産品、観光その他）

→継続可能か？ 雇用を生むか？

3）文化・歴史等の発信

無形資産（歴史）の発信 → 経済効果はあるのか

ハコモノの建設（博物館等）→ 財政逼迫

4）農村、自然環境等の保全

→誰が負担するのか？
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参考：若年女性人口が増加している六つ自治体のモデル

 産業誘致型
代表例：石川県川北町（ジャパンディスプレイ）、鳥取県日吉津村（王子製紙・イオン）

 ベッドタウン型
代表例：福岡県粕屋町（福岡市）、群馬県吉岡町（高崎市、前橋市）

 学園都市型
代表例：愛知県日進市（名古屋商科大学、愛知学院大学、椙山女学園大学等）

 コンパクトシティ型
代表例：愛知県高松市丸亀町

 公共財主導型
代表例：京都府木津川市（関西文化学術研究都市）、大阪府田尻町（関西国際空港）

 産業開発型
代表例：秋田県大潟村（農業）、福井県鯖江市（中小製造業）、北海道ニセコ町（観光）

澤田・高山(2014)「地域が活きる6モデル」、増田編著『地方消滅』第6章25



“地方活性化”の限界
 市町村の限界

生活圏と市町村行政区域との齟齬

市町村単位での自立はもはや困難

 一村一品運動の限界

特産品ひとつで地域を活性化するには限界がある

一村一品活動がすべて成功したわけではない

 企業誘致の限界

企業の立地戦略はグローバル化の視点で行われている。

従来型の企業誘致には限界がある。

 大学誘致の限界

大学は質の時代を迎え〃大学であればいいというわけではない

18歳人口減少により〃大学経営そのものが難しい
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均質から突出へ：新たな自治体の政策

均質な地方都市

地方都市A〃地方都市B〃地方都市C…

どこにも顔がない

商業施設も中堅の工場も地場産業もある

歴史的な名勝も観光資源もある

コンビニも高校も〃最近では大学も

V.S.

突出した地方都市

港湾機能〃物流機能〃文教機能〃商業機能…

顔の見える都市

そこにしかない機能とは？
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自治体間競争－ゼロサム・ゲームと自治体疲弊

自治体Aにおける大型商業施設or大学等の誘致

近隣自治体Bも同様の施設の誘致

一定の商圏〃通学圏内の経済・人口を奪い合う

“ゼロサム・ゲーム”

圏域の経済・人口は有限であり〃それぞれの

自治体が疲弊するだけの結果に終わる。
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階層と連携

自治体間の階層・ヒエラルキー

東京 県庁所在市 県内の第二，第三位都市

近隣市町村 周辺（あるいは限界）村落

集積の経済・規模の経済・ニッチ市場etc.がある限り，

上位ヒエラルキーの都市に移動することは不可避

自治体（都市）間の提携・ネットワーク化

地方都市Aと周辺市町村 地方都市Bと周辺市町村
連携・ネットワーク

29

コンパクト化 コンパクト化



コンパクトシティーと生活圏

 地方都市と周辺市町村との提携・ネットワーク化の推進

 コンパクトな中心部＋周辺部とのネットワークの形成

1）コンパクトシティーによる都市機能の集約化

重複を避けた効率的な機能の配置

集積効果を想定した中心部の開発

2）周辺市町村とのネットワーク化

ネットワークの整備：交通〃情報…

高齢者の移動手段等の確保

30



内閣府：地域活性化プラットフォーム
31



コンパクトシティーとネットワークのイメージ

（現在）成り行きにしたがった人口・建物等の凝集 （目標）各地域にふさわしい人口・建物等の凝集

出所：中部経済連合会「人口減少時代に適応した新しい地域社会づくり」平成22年10月
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コンパクトシティーとその課題

機能の集約化…行政〃文教施設〃商業施設を中心部
に集約化。

都市計画…既存の利用状況から離れて都市計画を再
構築。

コンパクトシティーの課題

1）既存の居住者との権利関係

2）周辺住民の中心部への移動

→どうインセンティブをもたせるか？

3）地価：中心部の上昇と周辺部の低下

33



富山市コンパクトシティー構想

34

 7市町村の合併：面的な広がり〃中
心部を作る必要性があった。

 必ずしも市民全員が車を使えるわけ
ではない（路面電車ポートラム〃
ネットワークの整備の必要性）。

 市街地の活性化の必要性。

→コンパクトシティの推進



「国土のグランドデザイン2050」（国土交通省）

 理念

（１）多様な選択ができる国土をつくる（ダイバーシティ）

（２）連携革命により新しい集積の形をつくる（コネクティビティ）

（３）災害と正面から向き合い、粘り強くしなやかに対応する（レジリエンス）

 ２０５０年の目指すべき国土の姿

・重層的な拠点とネットワークにより、多様な集積を形成

・地方の多様性が大都市の国際競争力を支え、また大都市で生まれるイノベーショ
ンが地方に環流され、大都市と地方が相互に「対流」

 地方都市

・コンパクトシティ

（市役所等を中心とする街なかの機能の再整備）

（街なかと周辺部を交通ネットワークでつなぐ）

（住宅は時間軸を考慮して徐々に集約）

（まちづくりと持続可能な地域公共交通ネットワークが一体化）

35



高次地方都市連合（国交省）：30万人以上の集積

国土交通省「国土のグランドデザイン2050」平成26年7月4日資料
36



地方中枢拠点都市

1）首都圏、大阪圏、名古屋圏の3大都市圏以外で〃①人口20
万人以上〃②昼夜人口比率1以上の都市
2）高度医療、福祉、人材育成などの機能を集中
3）拠点都市と周辺市町村が広域連携する「集約とネット
ワーク化」

地方中枢拠点都市と定住自立権構想の2段構え

37 出所：総務省HP

定住自立圏

指定都市



国土交通省「国土のグランドデザイン2050」平成26年7月4日資料38





地方創生の条件

キーポイントは「雇用創出・生活満足」

「高学歴・20-39歳女性」の活用

拠点都市への集積支援（選択）

周辺市町村は「コンパクト化」（集中）

バラマキの排除と効率化

40



これからの自治体の課題

41

自治体間の連携／広域行政と役割分担

 30年後を考えた自治体連合と新たな集約

面的な合併から機能面の合併へ

都道府県・市町村という枠組みの再考

残る自治体と消滅する自治体



ご清聴ありがとうございました。


